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基発第 0 5 2 9 0 0 1 号

平成２１年５月２９日

都道府県労働局長 殿

厚生労働省労働基準局長

（ 公 印 省 略 ）

労働基準法の一部を改正する法律の施行について

労働基準法の一部を改正する法律（平成２０年法律第８９号。以下「改正法」とい

う。）については、平成２０年１２月１２日付け基発第1212001号により通達したところ

であるが、改正法による改正後の労働基準法（以下「法」という。）、労働基準法施行規

則等の一部を改正する省令（平成２１年厚生労働省令第１１３号。以下「改正省令」とい

う。）による改正後の労働基準法施行規則（以下「則」という。）及び労働基準法第３６

条第１項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準の一部を改正する告示（平

成２１年厚生労働省告示第３１６号。以下「改正告示」という。）による改正後の労働基

準法第３６条第１項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準（平成１０年厚

生労働省告示第１５４号。以下「限度基準」という。）の内容等は下記のとおりであるの

で、これらの施行に遺漏なきを期されたい。

記

第１ 時間外労働（法第３６条第２項及び限度基準関係）

１ 趣旨

長時間にわたる時間外労働の抑制を図るために厚生労働大臣が定めている限度基

準においては、臨時的に限度時間を超えて時間外労働を行わざるを得ない特別の事

情が生じた場合に限り、特別条項付き協定を締結することによって限度時間を超え

て時間外労働を行うことができることとされている。しかしながら、時間外労働は

本来臨時的なものとして必要最小限にとどめられるべきものであり、特別条項付き

協定による限度時間を超える時間外労働は、その中でも特に例外的なものとして、

労使の取組によって抑制されるべきものである。

このため、労使の努力によって限度時間を超える時間外労働に係る割増賃金率を

引き上げること等により、限度時間を超える時間外労働を抑制することとしたもの

であること。
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２ 限度基準で定めることができる事項（法第３６条第２項関係）

使用者に対し経済的負担を課すことによって時間外労働を抑制するという割増賃

金の機能を踏まえ、法第３６条第２項において、限度基準で定めることができる事

項として、割増賃金の率に関する事項を追加したものであること。

３ 特別条項付き協定で定める事項

⑴ 限度時間を超える時間外労働に係る割増賃金率の定め（限度基準第３条第１項

ただし書関係）

限度基準第３条第１項ただし書において、特別条項付き協定では、限度時間を

超える時間外労働に係る割増賃金率を定めなければならないこととしたものであ

ること。

則第１６条第１項及び限度基準第２条の規定に基づき、労使当事者は時間外労

働協定において、①一日を超え三箇月以内の期間及び②一年間について延長時間

を定めなければならないこととされており、①及び②の期間の双方について特別

条項付き協定を締結する場合には、それぞれについて限度時間を超える時間外労

働に係る割増賃金率を定めなければならないものであること。

なお、限度時間を超える時間外労働に係る割増賃金率は、法第８９条第２号の

「賃金の決定、計算及び支払の方法」として就業規則に記載する必要があるこ

と。

⑵ 限度時間を超える時間外労働の短縮（限度基準第３条第２項関係）

限度基準第３条第２項において、労使当事者は、特別条項付き協定を締結する

場合には、限度時間を超える時間外労働をできる限り短くするように努めなけれ

ばならないこととしたものであること。

⑶ 限度時間を超える時間外労働に係る割増賃金率の引上げ（限度基準第３条第３

項関係）

限度基準第３条第３項において、労使当事者は、⑴により特別条項付き協定に

おいて限度時間を超える時間外労働に係る割増賃金率を定めるに当たっては、時

間外労働について法第３７条第１項の政令で定める率（二割五分）を超える率と

するように努めなければならないこととしたものであること。

⑷ 一年単位の変形労働時間制の場合（限度基準第４条第２項関係）

一年単位の変形労働時間制により労働する労働者（対象期間が三箇月を超える

変形労働時間制により労働する者に限る。以下同じ。）に係る限度時間について

は、限度基準第４条第１項に基づき、当該制度によらない労働者より短い限度時

間が定められているが、同条第２項において、第３条第１項ただし書、第２項及

び第３項の規定を準用し、一年単位の変形労働時間制により労働する労働者につ

いても、労使の努力によって限度時間を超える時間外労働を抑制することとした

ものであること。
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４ 限度基準の遵守、助言及び指導

法第３６条第３項の規定に基づき、労使当事者は、時間外労働協定を締結する際

には、その内容が限度基準に適合したものとなるようにしなければならないことと

されており、法第３６条第４項の規定に基づき、労働基準監督署長は、限度基準に

適合しない時間外労働協定の届出がされた場合にその是正を求めるなど限度基準に

関し、労使当事者に対し、必要な助言及び指導を行うことができることとされてい

る。

このため、特別条項付き協定において限度時間を超える時間外労働に係る割増賃

金率が定められていないなど特別条項付き協定が限度基準に適合していない場合に

は、労働基準監督署長による助言及び指導の対象となるものであること。

５ 適用期日

改正告示による限度基準の改正内容は、いずれも労使当事者が特別条項付き協定

を締結する際に適用され、改正告示の適用日である平成２２年４月１日以後に特別

条項付き協定を締結する場合及び同日前に締結された特別条項付き協定を同日以後

に更新する場合に適用されるものであること。

第２ 法定割増賃金率（法第３７条第１項ただし書及び第１３８条並びに改正法附則第３

条第１項関係）

１ 法定割増賃金率の引上げ（法第３７条第１項ただし書関係）

⑴ 趣旨

時間外労働に対する割増賃金の支払は、通常の勤務時間とは異なる特別の労働

に対する労働者への補償を行うとともに、使用者に対し経済的負担を課すことに

よって時間外労働を抑制することを目的とするものである。一方、少子高齢化が

進行し労働力人口が減少する中で、子育て世代の男性を中心に、長時間にわたり

労働する労働者の割合が高い水準で推移しており、労働者が健康を保持しながら

労働以外の生活のための時間を確保して働くことができるよう労働環境を整備す

ることが重要な課題となっている。

このため、割増賃金による使用者の経済的負担を加重することによって特に長

い時間外労働を強力に抑制することを目的として、一箇月について６０時間を超

えて時間外労働をさせた場合には、その超えた時間の労働について、法定割増賃

金率を現行の二割五分以上の率から五割以上の率に引き上げることとしたもので

あること。

なお、法第１３８条に規定する中小事業主の事業については、当分の間、法定

割増賃金率の引上げの適用が猶予されているものであること。

⑵ 対象となる時間外労働

法第３７条第１項ただし書において、使用者が一箇月について６０時間を超え

て時間外労働をさせた場合には、その超えた時間の労働については、通常の労働
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時間の賃金の計算額の五割以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならな

いこととしたものであること。

「一箇月」とは、暦による一箇月をいうものであり、その起算日を法第８９条

第２号の「賃金の決定、計算及び支払の方法」として就業規則に記載する必要が

あること。

一箇月の起算日については、毎月１日、賃金計算期間の初日、時間外労働協定

における一定期間の起算日等とすることが考えられるが、就業規則等において起

算日の定めがない場合には、労使慣行等から別意に解されない限り、賃金計算期

間の初日を起算日とするものとして取り扱うこと。

「その超えた時間の労働」として五割以上の率で計算した割増賃金の支払が義

務付けられるのは、一箇月の起算日から時間外労働時間を累計して６０時間に達

した時点より後に行われた時間外労働であること。

なお、法の施行日である平成２２年４月１日を含む一箇月については、施行日

から時間外労働時間を累計して６０時間に達した時点より後に行われた時間外労

働について、五割以上の率で計算した割増賃金の支払が必要となること。

⑶ 休日労働との関係

法第３５条に規定する週一回又は四週間四日の休日（以下「法定休日」とい

う。）以外の休日（以下「所定休日」という。）における労働は、それが法第３

２条から第３２条の５まで又は第４０条の労働時間を超えるものである場合に

は、時間外労働に該当するため、法第３７条第１項ただし書の「一箇月について

６０時間」の算定の対象に含めなければならないものであること。

なお、労働条件を明示する観点及び割増賃金の計算を簡便にする観点から、就

業規則その他これに準ずるものにより、事業場の休日について法定休日と所定休

日の別を明確にしておくことが望ましいものであること。

⑷ 深夜労働との関係（則第２０条第１項及び第６８条関係）

則第２０条第１項の「（その時間の労働のうち、（中略）七割五分以上）」と

は、深夜労働のうち、一箇月について６０時間に達した時点より後に行われた時

間外労働であるものについては、深夜労働の法定割増賃金率と一箇月について６

０時間を超える時間外労働の法定割増賃金率とが合算され、七割五分以上の率で

計算した割増賃金の支払が必要となることを明らかにしたものであること。

なお、法第１３８条に規定する中小事業主の事業については、当分の間、一箇

月について６０時間を超える時間外労働の法定割増賃金率の引上げの適用が猶予

されていることから、則第６８条において、則第２０条第１項の規定を読み替

え、現行どおりの割増賃金率であることを明らかにしたこと。

２ 中小事業主に対する猶予措置（法第１３８条及び改正法附則第３条第１項関係）

⑴ 趣旨

特に長い時間外労働を抑制することを目的として、法第３７条第１項ただし書
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において、一箇月について６０時間を超える時間外労働について、法定割増賃金

率を五割以上の率に引き上げることとされている。しかしながら、経営体力が必

ずしも強くない中小企業においては、時間外労働抑制のための業務処理体制の見

直し、新規雇入れ、省力化投資等の速やかな対応が困難であり、やむを得ず時間

外労働を行わせた場合の経済的負担も大きい。

このため、法第１３８条において、同条に規定する中小事業主の事業について

は、当分の間、法定割増賃金率の引上げの適用を猶予することとしたものである

こと。これに伴い、法第３７条第３項の規定による代替休暇も適用されないこと

となること。

なお、改正法附則第３条第１項において、改正法の施行後三年を経過した場合

において、中小事業主に対する猶予措置について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずることとされていること。

⑵ 猶予措置の対象（法第１３８条関係）

ア 中小事業主の範囲

法第１３８条の「中小事業主」は、資本金の額又は出資の総額及び常時使用

する労働者数によって判断されるものであること。具体的には、次の業種の分

類に応じて、それぞれに該当する場合に、中小事業主に該当することとなるこ

と。なお、中小事業主の判断は、事業場単位ではなく、企業単位で判断される

ものであること。

ａ 小売業 資本金の額若しくは出資の総額が五千万円以下又は常時使用する

労働者数が五十人以下である場合

ｂ サービス業 資本金の額若しくは出資の総額が五千万円以下又は常時使用

する労働者数が百人以下である場合

ｃ 卸売業 資本金の額若しくは出資の総額が一億円以下又は常時使用する労

働者数が百人以下である場合

ｄ その他の業種 資本金の額若しくは出資の総額が三億円以下又は常時使用す

る労働者数が三百人以下である場合

これは、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定す

る中小企業者の定義を参考にしたものであり、資本金の額又は出資の総額及び常

時使用する労働者数の少なくとも一方がこの基準を満たしていれば、中小事業主

に該当することとなるものであること。なお、中小企業基本法第２条第１項に規

定する中小企業者は、一定範囲の「会社及び個人」とされているが、法第１３８

条に規定する中小事業主については、労働基準法が適用される事業主であれば、

例えば、独立行政法人や協同組合等「会社及び個人」以外であっても該当し得る

ものであること。

イ 業種の判断

法第１３８条の「中小事業主」の判断における業種の分類は、日本標準産業

分類（平成２１年総務省告示第１７５号）に基づくものであること。
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一の事業主が複数の業種に該当する事業活動を行っている場合には、その主

要な事業活動によって判断されるものであること。主要な事業活動とは、過去

一年間の収入額・販売額、労働者数・設備の多寡等によって実態に応じて判断

されるものであること。

ウ 資本金の額又は出資の総額の判断

法第１３８条の「資本金の額又は出資の総額」は、法人登記、定款等の記載

によって判断されるものであること。

エ 常時使用する労働者数の判断

法第１３８条の「常時使用する労働者の数」は、当該事業主の通常の状況に

よって判断されるものであること。臨時的に労働者を雇い入れた場合、臨時的

に欠員を生じた場合等については、労働者の数が変動したものとしては取り扱

わないものであること。

労働者の数は、労働契約関係の有無によって判断されるものであること。例

えば、出向者については、在籍出向者は出向元と出向先の両方との間に労働契

約関係があるため両方の労働者数に算入され、移籍出向者（転籍者）は出向先

との間に労働契約関係があるため出向先の労働者数に算入されること。また、

派遣労働者は、派遣元との間に労働契約関係があるため、派遣元の労働者数に

算入されること。

⑶ 検討規定（改正法附則第３条第１項関係）

法第１３８条に規定する中小事業主の事業については、法第３７条第１項ただ

し書の規定による一箇月について６０時間を超える時間外労働の法定割増賃金率

の引上げの適用が猶予されているが、改正法附則第３条第１項において、政府

は、改正法の施行後三年を経過した場合において、法第３７条第１項ただし書及

び第１３８条の規定の施行の状況、時間外労働の動向等を勘案し、これらの規定

について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずることとされている

ものであること。

第３ 代替休暇（法第３７条第３項関係）

１ 趣旨

特に長い時間外労働を抑制することを目的として、一箇月について６０時間を超

える時間外労働について、法定割増賃金率を引き上げることとされているが、臨時

的な特別の事情等によってやむを得ずこれを超える時間外労働を行わざるを得ない

場合も考えられる。

このため、そのような労働者の健康を確保する観点から、特に長い時間外労働を

させた労働者に休息の機会を与えることを目的として、一箇月について６０時間を

超えて時間外労働を行わせた労働者について、労使協定により、法定割増賃金率の

引上げ分の割増賃金の支払に代えて、有給の休暇を与えることができることとした



- 7 -

ものであること。

なお、法第１３８条に規定する中小事業主の事業については、当分の間、法定割

増賃金率の引上げは適用しないこととされていることに伴い、法第３７条第３項の

規定による代替休暇も適用されないこととなること。

２ 代替休暇に係る労使協定の締結

法第３７条第３項の休暇（以下「代替休暇」という。）を実施する場合には、事

業場において労使協定を締結する必要があること。

この労使協定は、当該事業場において、法第３７条第１項ただし書の規定による

割増賃金の支払による金銭補償に代えて、通常の労働時間の賃金が支払われる休暇

の付与による補償を行うことができることとするものであり、個々の労働者に対し

て代替休暇の取得を義務付けるものではないこと。労使協定が締結されている事業

場において、個々の労働者が実際に代替休暇を取得するか否かは、労働者の意思に

よるものであること。

法第３７条第３項の「労働者の過半数を代表する者」については、則第６条の２

第１項において、①法第４１条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でな

いこと及び②法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして実施され

る投票、挙手等の方法による手続により選出された者であることのいずれにも該当

する者とされていること。

なお、労使協定の締結によって代替休暇を実施する場合には、代替休暇に関する

事項を法第８９条第１号の「休暇」として就業規則に記載する必要があること。

３ 代替休暇に係る労使協定で定める事項

⑴ 代替休暇として与えることができる時間の時間数の算定方法（則第１９条の２第

１項第１号関係）

則第１９条の２第１項第１号の代替休暇として与えることができる時間の時間数

の算定方法については、同条第２項において、一箇月について６０時間を超えて時

間外労働をさせた時間数に、労働者が代替休暇を取得しなかった場合に支払うこと

とされている割増賃金率と、労働者が代替休暇を取得した場合に支払うこととされ

ている割増賃金率との差に相当する率（以下「換算率」という。）を乗じるものと

されており、労使協定では、この算定方法にしたがって具体的に定める必要がある

こと。（図１参照）

労働者が代替休暇を取得しなかった場合に支払う割増賃金率は、法第３７条第１

項ただし書の規定により五割以上の率とする必要があり、労働者が代替休暇を取得

した場合に支払う割増賃金率は、同項本文の規定により二割五分以上の率とする必

要があり、いずれも法第８９条第２号の「賃金の決定、計算及び支払の方法」とし

て就業規則に記載する必要があること。
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（図１）

⑵ 代替休暇の単位（則第１９条の２第１項第２号関係）

代替休暇の単位については、まとまった単位で与えられることによって労働者

の休息の機会とする観点から、則第１９条の２第１項第２号において、一日又は

半日とされており、労使協定では、その一方又は両方を代替休暇の単位として定

める必要があること。

「一日」とは労働者の一日の所定労働時間をいい、「半日」とはその二分の一

をいうものであること。「半日」については、必ずしも厳密に一日の所定労働時

間の二分の一とする必要はないが、その場合には労使協定で当該事業場における

「半日」の定義を定めておくこと。

また、代替休暇として与えることができる時間の時間数が労使協定で定めた代

替休暇の単位（一日又は半日）に達しない場合であっても、則第１９条の２第１

項第２号において、「代替休暇以外の通常の労働時間の賃金が支払われる休暇」

と合わせて与えることができる旨を労使協定で定めたときは、当該休暇と代替休

暇とを合わせて一日又は半日の休暇を与えることができることとされているこ

と。「代替休暇以外の通常の労働時間の賃金が支払われる休暇」としては、代替

休暇の実施に伴って任意に創設される休暇を想定しているものであるが、事業場

の既存の休暇制度や、法第３９条第４項の労使協定が締結されている事業場にお

いて労働者が請求した場合に同項の時間単位年休を活用することも差し支えない

こと。

なお、「代替休暇以外の通常の労働時間の賃金が支払われる休暇」と代替休暇

とを合わせて与えた場合においても、法第３７条第１項ただし書の規定による法

定割増賃金率の引上げ分の割増賃金の支払に代えることができるのは、代替休暇

の部分に限られるものであること。

⑶ 代替休暇を与えることができる期間（則第１９条の２第１項第３号関係）

代替休暇を与えることができる期間については、特に長い時間外労働が行われ

た月から一定の近接した期間に与えられることによって労働者の休息の機会とす

る観点から、則第１９条の２第１項第３号において、時間外労働が一箇月につい

て６０時間を超えた当該一箇月の末日の翌日から二箇月以内とされており、労使

代替休暇として与
えることができる
時間の時間数

一箇月の時間
外労働時間数

労働者が代替休暇を取得し
なかった場合に支払うことと
されている割増賃金率
（五割以上）

換算率

労働者が代替休暇を取
得した場合に支払うこと
とされている割増賃金率
（二割五分以上）

＝ － ６０ 換算率×

＝ －
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協定では、この範囲内で定める必要があること。

なお、代替休暇を与えることができる期間として労使協定で一箇月を超える期

間が定められている場合には、前々月の時間外労働に対応する代替休暇と前月の

時間外労働に対応する代替休暇とを合わせて一日又は半日の代替休暇として取得

することも可能であること。

⑷ 代替休暇の取得日及び割増賃金の支払日

代替休暇については、賃金の支払額を早期に確定させる観点から、⑴から⑶まで

の事項以外の事項として労使協定で定められるべきものとして、次のものが考えら

れるものであること。

ア 労働者の意向を踏まえた代替休暇の取得日の決定方法

労働者の代替休暇取得の意向については、一箇月について６０時間を超えて時

間外労働をさせた当該一箇月の末日からできる限り短い期間内において、確認さ

れるものとすること。代替休暇を取得するかどうかは、労働者の判断による（法

第３７条第３項）ため、代替休暇が実際に与えられる日は、当然、労働者の意向

を踏まえたものとなること。

イ 一箇月について６０時間を超える時間外労働に係る割増賃金の支払日

一箇月について６０時間を超える時間外労働に係る割増賃金の支払日について

は、労働者の代替休暇取得の意向に応じて、次のようになるものであること。

（図２参照）

ａ 労働者に代替休暇取得の意向がある場合には、現行でも支払義務がある割増

賃金（法第３７条第１項本文の規定により二割五分以上の率で計算した割増賃

金）について、当該割増賃金が発生した賃金計算期間に係る賃金支払日に支払

うこと。

なお、代替休暇取得の意向があった労働者が実際には代替休暇を取得できな

かったときには、法第３７条第１項ただし書の規定による法定割増賃金率の引

上げ分の割増賃金について、労働者が代替休暇を取得できないことが確定した

賃金計算期間に係る賃金支払日に支払う必要があること。（下記４参照）

ｂ ａ以外の場合（労働者に代替休暇取得の意向がない場合、労働者の意向が確

認できない場合等）には、法定割増賃金率の引上げ分も含めた割増賃金（法第

３７条第１項ただし書の規定により五割以上の率で計算した割増賃金）につい

て、当該割増賃金が発生した賃金計算期間に係る賃金支払日に支払うこと。

なお、法定割増賃金率の引上げ分も含めた割増賃金が支払われた後に、労働

者から代替休暇取得の意向があった場合には、代替休暇を与えることができる

期間として労使協定で定めた期間内であっても、労働者は代替休暇を取得でき

ないこととすることを労使協定で定めても差し支えないものであること。

このような、法定割増賃金率の引上げ分も含めた割増賃金が支払われた後に

労働者から代替休暇取得の意向があった場合について、代替休暇を与えること

ができる期間として労使協定で定めた期間内であれば労働者は代替休暇を取得
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できることとし、労働者が実際に代替休暇を取得したときは既に支払われた法

定割増賃金率の引上げ分の割増賃金について精算することとすることを労使協

定で定めることも妨げられるものではないこと。

（図２）

ａ 労働者に代替休暇取得の意向がある場合

ｂ ａ以外の場合（労働者に代替休暇取得の意向がない場合、労働者の意向が確

認できない場合等）

４ 法定割増賃金率の引上げ分の割増賃金の支払が不要となる時間（則第１９条の２第

３項関係）

代替休暇は、法第３７条第１項ただし書の規定による法定割増賃金率の引上げ分

の割増賃金の支払に代えて与えられるものであることから、法定割増賃金率の引上

げ分の割増賃金の支払が不要となる時間は、法第３７条第３項において、一箇月に

ついて６０時間を超える時間外労働のうち労働者が取得した代替休暇に対応する時

間の労働とされており、具体的には、則第１９条の２第３項において、労働者が取

賃金支払日
２５％の割増賃
金の支払い

４月 ５月 ６月 ７月１５日

代替休暇の取得
月６０時間を超える
時間外労働

意向確認

取得の意向あり

賃金支払日

５０％の割増賃
金の支払い

４月 ５月 ６月 ７月１５日

月６０時間を超える
時間外労働

意向確認

取得の意向なし

・賃金締切日が月末
・賃金支払日が翌月１５日
・代替休暇は２か月以内に取得

・代替休暇を取得しなかった場合の割増賃金率５０％
・代替休暇を取得した場合の割増賃金率２５％

とされている事業場の場合の例



- 11 -

得した代替休暇の時間数を換算率で除して得た時間数の時間とされているものであ

ること。したがって、代替休暇取得の意向があった労働者が実際には代替休暇を取

得できなかったときには、取得できなかった代替休暇に対応する時間の労働につい

ては、法定割増賃金率の引上げ分の割増賃金の支払が必要となること。

なお、労働者が実際に代替休暇を取得した場合であっても、現行でも支払義務があ

る割増賃金（第３７条第１項本文の規定により二割五分以上の率で計算した割増賃

金）の支払が必要であることは、いうまでもないこと。

５ 代替休暇と年次有給休暇との関係

代替休暇は、法第３７条第３項において「（第３９条の規定による有給休暇を除

く。）」と確認的に規定されており、年次有給休暇とは異なるものであること。

なお、法第３９条第１項は、六箇月継続勤務に対する年次有給休暇の付与を規定

し、その際の当該期間における全労働日の八割出勤を要件としているが、労働者が代

替休暇を取得して終日出勤しなかった日については、正当な手続により労働者が労働

義務を免除された日であることから、年次有給休暇の算定基礎となる全労働日に含ま

ないものとして取り扱うこと。

第４ 時間単位年休（法第３９条第４項及び第７項関係）

１ 趣旨

法第３９条は、労働者の心身の疲労を回復させ、労働力の維持培養を図るととも

に、ゆとりある生活の実現にも資するという趣旨から、毎年一定日数の有給休暇を

与えることを規定している。この年次有給休暇については、取得率が五割を下回る

水準で推移しており、その取得の促進が課題となっている一方、現行の日単位によ

る取得のほかに、時間単位による取得の希望もみられるところである。

このため、まとまった日数の休暇を取得するという年次有給休暇制度本来の趣旨

を踏まえつつ、仕事と生活の調和を図る観点から、年次有給休暇を有効に活用でき

るようにすることを目的として、労使協定により、年次有給休暇について五日の範

囲内で時間を単位として与えることができることとしたものであること。

２ 時間単位年休に係る労使協定の締結

法第３９条第４項の時間を単位として与える年次有給休暇（以下「時間単位年

休」という。）を実施する場合には、事業場において労使協定を締結する必要があ

ること。

この労使協定は、当該事業場において、労働者が時間単位による取得を請求した

場合において、労働者が請求した時季に時間単位により年次有給休暇を与えること

ができることとするものであり、個々の労働者に対して時間単位による取得を義務

付けるものではないこと。労使協定が締結されている事業場において、個々の労働

者が時間単位により取得するか日単位により取得するかは、労働者の意思によるも

のであること。

法第３９条第４項の「労働者の過半数を代表する者」については、則第６条の２
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第１項において、①法第４１条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でな

いこと及び②法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして実施され

る投票、挙手等の方法による手続により選出された者であることのいずれにも該当

する者（①に該当する労働者がいない場合には、②に該当する者）とされているこ

と。

なお、労使協定の締結によって時間単位年休を実施する場合には、法第８９条第

１号の「休暇」として時間単位年休に関する事項を就業規則に記載する必要がある

こと。

３ 時間単位年休に係る労使協定で定める事項

⑴ 時間単位年休の対象労働者の範囲（法第３９条第４項第１号関係）

年次有給休暇の権利は、法定要件を充たした場合法律上当然に労働者に生ずる

権利であるが、その取得に際しては、事業の正常な運営との調整が考慮されるも

のである。この点において、時間単位による取得は、例えば一斉に作業を行うこ

とが必要とされる業務に従事する労働者等にはなじまないことが考えられる。こ

のため、事業の正常な運営との調整を図る観点から、法第３９条第４項第１号に

おいて、労使協定では、時間単位年休の対象労働者の範囲を定めることとされて

いること。

なお、年次有給休暇を労働者がどのように利用するかは労働者の自由であるこ

とから、利用目的によって時間単位年休の対象労働者の範囲を定めることはでき

ないものであること。

⑵ 時間単位年休の日数（法第３９条第４項第２号関係）

時間を単位として与えることができる年次有給休暇の日数については、まとま

った日数の休暇を取得するという年次有給休暇制度本来の趣旨にかんがみ、法第

３９条第４項第２号において、五日以内とされており、労使協定では、この範囲

内で定める必要があること。

「五日以内」とは、法第３９条第１項から第３項までの規定により労働者に与

えられる一年間の年次有給休暇の日数のうち五日以内をいうものであること。法

第３９条第３項の規定により五日に満たない日数の年次有給休暇が比例付与され

る労働者については、労使協定では、当該比例付与される日数の範囲内で定める

こととなること。

当該年度に取得されなかった年次有給休暇の残日数・時間数は、次年度に繰り

越されることとなるが、当該次年度の時間単位年休の日数は、前年度からの繰越

分も含めて五日の範囲内となるものであること。

⑶ 時間単位年休一日の時間数（則第２４条の４第１号関係）

一日分の年次有給休暇が何時間分の時間単位年休に相当するかについては、当

該労働者の所定労働時間数を基に定めることとなるが、所定労働時間数に一時間

に満たない時間数がある労働者にとって不利益とならないようにする観点から、
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則第２４条の４第１号において、一日の所定労働時間数を下回らないものとされ

ており、労使協定では、これに沿って定める必要があること。具体的には、一時

間に満たない時間数については、時間単位に切り上げる必要があること。

「一日の所定労働時間数」については、日によって所定労働時間数が異なる場

合には一年間における一日平均所定労働時間数となり、一年間における総所定労

働時間数が決まっていない場合には所定労働時間数が決まっている期間における

一日平均所定労働時間数となるものであること。

労使協定では、当該労働者の時間単位年休一日の時間数が特定されるように定め

る必要があるが、これが特定される限りにおいて、労働者の所定労働時間数ごとに

グループ化して定めること（例えば、所定労働時間６時間以下の者は６時間、同６

時間超７時間以下の者は７時間、同７時間超の者は８時間 等）も差し支えないこ

と。

⑷ 一時間以外の時間を単位とする場合の時間数（則第２４条の４第２号関係）

二時間や三時間といったように、一時間以外の時間を単位として時間単位年休

を与えることとする場合には、則第２４条の４第２号の規定に基づき、労使協定

で、その時間数を定める必要があること。

「一日の所定労働時間数に満たないものとする」とは、一日の所定労働時間数

と同じ又はこれを上回る時間数を時間単位年休の単位とすることは、時間単位年

休の取得を事実上不可能にするものであることから、そのような労使協定の定め

はできないことを確認的に規定しているものであること。

４ 時季変更権との関係

時間単位年休についても、法第３９条第５項の規定により、使用者の時季変更権

の対象となるものであるが、労働者が時間単位による取得を請求した場合に日単位

に変更することや、日単位による取得を請求した場合に時間単位に変更すること

は、時季変更に当たらず、認められないものであること。

また、事業の正常な運営を妨げるか否かは、労働者からの具体的な請求について

個別的、具体的に客観的に判断されるべきものであり、あらかじめ労使協定におい

て時間単位年休を取得することができない時間帯を定めておくこと、所定労働時間

の中途に時間単位年休を取得することを制限すること、一日において取得すること

ができる時間単位年休の時間数を制限すること等は認められないこと。

５ 計画的付与との関係

時間単位年休は、労働者が時間単位による取得を請求した場合において、労働者

が請求した時季に時間単位により年次有給休暇を与えることができるものであり、

法第３９条第６項の規定による計画的付与として時間単位年休を与えることは認め

られないものであること。

６ 時間単位年休に対して支払われる賃金（則第２５条第２項及び第 3項）
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則第２５条第 2項及び第 3項において、使用者は、時間単位年休として与えた時間
については、平均賃金若しくは所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金

の額をその日の所定労働時間数で除して得た額の賃金又は標準報酬日額をその日の

所定労働時間数で除して得た金額を、当該時間に応じ支払わなければならないこと

とされていること。

「その日の所定労働時間数」とは、時間単位年休を取得した日の所定労働時間数

をいうものであること。

「平均賃金」「通常の賃金」「標準報酬日額」のいずれを基準とするかについて

は、日単位による取得の場合と同様としなければならないこと。

７ 時間単位年休に関するその他の取扱い

⑴ 一日の年次有給休暇を取得する場合の取扱い

時間単位年休は、年次有給休暇を有効に活用できるようにすることを目的とし

て、原則となる取得方法である日単位による取得の例外として認められるもので

あり、一日の年次有給休暇を取得する場合には、原則として時間単位ではなく日

単位により取得するものであること。

⑵ 半日単位年休の取扱い

年次有給休暇の半日単位による付与については、年次有給休暇の取得促進の観

点から、労働者がその取得を希望して時季を指定し、これに使用者が同意した場

合であって、本来の取得方法による休暇取得の阻害とならない範囲で適切に運用

される限りにおいて、問題がないものとして取り扱うこととしているところであ

るが、この取扱いに変更はないものであること。

第５ その他（法附則第１条及び第４条関係）

１ 施行期日等

改正法及び改正省令の施行期日並びに改正告示の適用日は、平成２２年４月１日で

あること。

２ 地方公務員に係る法の適用関係

法第３７条第３項の規定は、改正法による改正後の地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第５８条第３項の規定により、一般職に属する地方公務員に対しては適

用されないものであること。

法第３９条第４項の時間単位年休は、改正法による改正後の地方公務員法第５８条

第４項において、一般職に属する地方公務員に関しては労使協定を締結する必要はな

く、特に必要があると認められるときに取得することができることとされているこ

と。


